
○大多喜町過疎地域固定資産税課税免除条例 

平成２２年９月２４日 

条例第２０号 

改正 平成２８年３月１１日条例第６号 

平成２９年３月３１日条例第１３号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号。

以下「法」という。）第２条の規定により過疎地域として公示された本町の

区域（以下「過疎地域」という。）内において製造の事業、農林水産物等販

売業（法第３０条に規定する農林水産物等販売業をいう。）又は旅館業（下

宿営業を除く。以下同じ。）の用に供する設備を新設し、又は増設した者に

対し、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第１項の規定により固

定資産税の課税免除をすることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「特別償却設備」とは、過疎地域自立促進特別措置

法第３１条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令（平成１２年自治省令第２０号。以下「省令」という。）第

１条第１号イに規定する特別償却設備をいう。 

（固定資産税の課税免除） 

第３条 町長は、省令第１条第１号イに規定する期間内に、過疎地域内におい

て特別償却設備を新設し、又は増設した者について、当該新設し、又は増設

した特別償却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地

（その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家

屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固

定資産税の課税を免除することができる。 

２ 前項の規定による課税免除の期間は、固定資産税を課すべき最初の年度（当

該固定資産を事業の用に供した日の属する年の翌年（当該日が１月１日であ

る場合においては、当該日の属する年）の４月１日の属する年度）以降５か

年度とする。 

（課税免除の申請） 



第４条 前条第１項の規定による課税免除（以下「課税免除」という。）を受

けようとする次の各号に掲げる者は、当該各号に掲げる日までに規則の定め

るところにより課税免除申請書を町長に提出しなければならない。 

（１） 個人の納税義務者 特別償却設備である家屋等を事業の用に供した

日の属する年以後５年の各年のそれぞれ翌年の３月１５日 

（２） 法人の納税義務者 特別償却設備である家屋等を事業の用に供した

日の属する年以後５年の各年のそれぞれ翌年の３月１５日（特別償却設備

である家屋等を事業の用に供した日の属する当該法人の事業年度に係る地

方税法第３２１条の８第１項に規定する確定申告書の提出期限が、３月１

５日までに到来しないときは、当該申告書の提出期限） 

（課税免除措置の承継） 

第５条 製造の事業、農林水産物等販売業又は旅館業が承継された場合におい

て、特別償却設備である家屋等が引き続き当該製造の事業、農林水産物等販

売業又は旅館業の用に供されているときは、当該特別償却設備である家屋等

に係る固定資産税の課税免除措置は、その承継者に対して行うことができる。 

２ 前項の承継者は、規則で定める届出書に、承継を証する書類を添えて町長

に届け出なければならない。 

（報告調査） 

第６条 町長は、課税免除を受けた者に対し、必要な事項の報告を求め、調査

を行うことができる。 

（課税免除の取消し等） 

第７条 町長は、課税免除を受けた者が次の各号のいずれかに該当したときは、

当該課税免除を取り消し、又は免除した固定資産税の全部若しくは一部の納

付を命ずることができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正な手段により課税の免除を受けたとき。 

（２） 課税免除を受けた家屋、償却資産及び土地を事業の目的に使用せず、

又は他の用途に使用したとき。 

（３） 事業を廃止し、若しくは休止したとき、又はその状況にあると認め

られるとき。 

（委任） 



第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

（失効） 

２ この条例は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２８年３月１１日条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日（次項において「施行日」という。）か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１条の規定は、施行日以後に過疎地域内において法第３０条に

規定する事業の用に供する設備を新設し、又は増設した者について適用し、

施行日以前に過疎地域内において製造の事業、情報通信技術利用事業（法３

０条に規定する情報通信技術利用事業をいう。）又は旅館業（下宿営業を除

く。以下同じ。）の用に供する設備を新設し、又は増設した者については、

なお従前の例による。 

 


